
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】コア及びクラッドを主構成要素とする光導
波路において、分子構造中に炭素－炭素一重結合と炭素
－酸素一重結合からなる環状構造を有し、かつ炭素と一

価元素の化学結合として炭素－フッ素結合のみを含む非
品質有機高分子材料をコアとすることを特徴とするペル
フルオロ有機高分子材料を用いた光導波路。
【請求項２】下記構造式I:

で表される繰返し単位を有する有機高分子材料をコアと
することを特徴とする請求項１に記載のペルフルオロ有

機高分子材料を用いた光導波路。
【請求項３】下記構造式II:
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で表される繰返し単位を有する有機高分子材料をコアと
することを特徴とする請求項１に記載のペルフルオロ有
機高分子材料を用いた光導波路。
【発明の詳細な説明】
〔産業上の利用分野〕
  本発明は光導波路、特に光電子集積回路（OEIC）にお
ける回路部品として使用可能なプラスチック光導波路に
関する。
〔従来の技術〕
  有機高分子材料（プラスチック）は、無機系の材料に
比べて軽量であり、耐衝撃性、加工性に優れ、取扱いが
容易であるなどの特長を有しているため、これまでも光
ファイバーや光ディスク用基板、光学用レンズなど様々
な光学用途に用いられてきた。中でもポリメチルメタク
リレート（PMMA）やポリスチレン（PS）のように可視域
（波長＝0.4～0.8μｍ）での透明性の高いものがプラス
チック光学材料として主に用いられてきた。
  一方、石英系低損失光ファイバーの開発により光通信
システムの実用化に伴い、種々の光通信用部品の開発が
望まれている。またこれらの光部品を高密度に実装する
光配線技術、特に光導波路技術の確立が望まれている。
  プラスチックをOEICにおける光導波路など、近赤外域
（0.8～2.0μｍ）での光学材料として用いる場合、無機
系の材料と比較してまず問題となるのは大きな光損失で
ある。プラスチックにおける損失原因には大きく分けて
光の散乱と光の吸収の２つがあるが、光通信に用いられ
る波長が今後、長波長域へ移る（0.85μｍから1.3μｍ
～1.65μｍへ）に従って、後者の原因つまり分子構造に
本質的な振動吸収による損失が支配的となり、プラスチ
ックの導光特性に大きな制約をもたらすものと考えられ
ている。特にPMMAやPSに代表される従来のプラスチック
は可視域において高い導光特性を示すものの、近赤外域
では大きな光透過損失（1dB/cm以上）を引起こす。これ
は分子鎖内のアルキル基やフェニル基の炭素－水素結合
（Ｃ－Ｈ結合）の高調波がこの波長域に存在するためで
あるが、Ｃ－Ｈ結合の基本振動が元々低波長側にありそ
れらの高調波の吸収強度が次数が高くなっても減衰しに
くいことが、大きな光損失の主たる原因となっている。
このＣ－Ｈ結合に起因する高調波吸収を小さくし、かつ
吸収波長をより長波長側へシフトさせるために、分子鎖
内の水素を重水素（Ｄ）あるいはフッ素（Ｆ）で置換す
ることが提案されており、PMMAやPS中の水素を重水素あ
るいはフッ素で置換した材料について既に検討がなされ
ている〔例えば戒能俊邦、アプライド  フィジクス  レ

ターズ（Appl.Phys.Lett.）第48巻、第757頁（1986年）
参照〕。これまでの研究によりこれらのプラスチック
は、近赤外域において良好な導光特性を示すことが明ら
かにされており、例えばPSのフッ素化と重水素化によっ
て0.04dB/cm以下の低損失化が達成されている。
  プラスチックをOEICの光導波路に適用するに当って次
に問題となるのは吸湿性である。プラスチックは無機材
料に比べて吸湿性の高いものが多く、また吸着された水
分は近赤外域に大きな吸収ピークをもつため、光導波路
に用いるプラスチックは吸湿性の低いものでなくてはな
らない。上述のように近赤外域における導光特性は重水
素置換によって大きく改善されるが、材料の化学的性質
にはほとんど影響を与えないため、例えば重水素化PMMA
の導光特性を経時的な吸湿によって大きく悪化してしま
う〔例えばT.カイノウ（T.Kaino）、アプライド  オプ
ティックス（Appl.Opt.）第24巻、第4192頁（1985年）
参照〕。
〔発明が解決しようとする課題〕
  すなわちプラスチックを近赤外域でのOEIC用光導波路
に適用すに当っては、Ｃ－Ｈ結合の存在に基づく大きな
光損失と吸湿による光損失の時間的増大という問題があ
った。本発明はこのような現状にかんがみてなされたも
のであり、その目的は近赤外域において光損失が非常に
少なく、吸湿性の低いプラスチック光導波路を提供する
ことにある。
〔課題を解決するための手段〕
  本発明を概説すれば、本発明はペルフルオロ有機高分
子材料を用いた光導波路に関する発明であって、コア及
びクラッドを主構成要素とする光導波路において、分子
構造中に炭素－炭素一重結合と炭素－酸素一重結合から
なる環状構造を有し、かつ炭素と一価元素の化学結合と
して炭素－フッ素係合のみを含む非晶質有機高分子材料
をコアとすることを特徴とする。
  本発明はペルフルオロ有機高分子材料を用いた光導波
路に関する発明であって、分子構造中に炭素と一価元素
の化学結合として炭素－フッ素結合のみを含む非晶質プ
ラスチックを光導波路のコア層を用いることを特徴とす
る。
  本発明者らは、種々の既存のプラスチック光学材料に
ついて、その赤外域、近赤外域の吸収スペクトルを測定
し、近赤外域での光損失値を算出すると共に、その原因
について鋭意検討した。その結果、近赤外域で大きな光
損失を引起こす原因の第一は、アルキル基やフェニル環
等におけるＣ－Ｈ結合の伸縮振動の高調波吸収、及びＣ
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－Ｈ結合の伸縮振動の高調波と変角振動の結合音による
吸収であることが明らかとなった。
  またフッ素原子は高いはっ水性をもっているため、一
定以上のフッ素を含有するプラスチックは非常に低い吸
湿率を示すことが知られている。そこで分子構造中の水
素をフッ素に置換することにより吸湿率を下げ、近赤外
域における導光特性の経時的な変化を非常に低く抑える
ことができると考えられる。
  すなわち、アルキル基等の炭素に結合するすべての１
価元素をフッ素とすることによって、最大の光損失原因
であるＣ－Ｈ結合に基づく振動吸収と吸湿による導光特
性の経時変化の双方を解決することができる。
  更に、プラスチックの分子構造における対称性を無く
し、非晶性の高いものとすることによって配向複屈折に
伴う光の散乱を抑えることができる。本発明者らは、種
々のペルフルオロプラスチックについてその結晶性の程
度を検討した結果、高分子の主鎖構造中に環状エーテル
構造、つまり炭素－炭素一重結合と炭素－酸素一重結合

からなる環状構造を有するプラスチックが特に高い非晶
性を示し、複屈折性が非常に低いことを見出した。
  ただし、本発明の光導波路に用いる含フッ素プラスチ
ックとしては、分子内にＣ－Ｈ結合を持たず炭素と一価
元素の化学結合として炭素－フッ素結合のみを含む非晶
質プラスチックであればどのようなものでも使用するこ
とができる。
  以下、本発明のプラスチック光導波路についてより詳
細に説明する。
  本発明の光導波路の構造は、一般に製造されているす
べての光導波路と同じでよく、例えばファイバー型、平
面型、リッジ型、レンズ型、埋め込み型等が可能であ
る。実施例で示したリッジ型の製造方法については、特
願平２－110500号明細書に記載されている。また比較例
で示したポリイミドの製造法は特願平１－201170号明細
書に記載されている。
  本発明で使用する非晶質有機高分子材料の例として
は、下記構造式Ｉ又はII:

で表される繰返し単位を有する有機高分子材料が挙げら
れる。
〔実施例〕
  以下、本発明を実施例により更に具体的に説明する
が、本発明はこれら実施例に限定されない。
  なお下記例中、光導波路の光透過損失の波長依存性
（スペクトル）は白色光源を用いたスペクトルアナライ
ザーにより測定し、またλ＝1.3μｍにおける光透過損
失値はプリズムを介してフィルムに入射した光を再度プ
リズムで取出す方法により算出した。
実施例１
  式Ｉの繰返し構造をもつポリペルフルオロアリルビニ
ルエーテルをペルフルオロ有機溶剤（CT－solv  180、
旭硝子社製）に濃度が10％となるように溶解し、シリコ
ン板上にスピンコートして、窒素雰囲気下40℃で１時
間、100℃で１時間、180℃で１時間加熱し、溶媒を完全
に除去した。
  この試料全面にエッチング用マスクとしてアルミニウ
ムを蒸着した。次いでポジ型レジストの塗布、プリベー
ク、露光、現像、ポストベークを行い、アルミニウムを

ウェットエッチングによりパターンニングした。更にこ
のアルミニウムをマスクとして、ポリペルフルオロアリ
ルビニルエーテルのフィルムをドライエッチングにより
パターンニングした。最後に残ったアルミニウムマスク
をウェットエッチングにより除去し、幅50μｍ、高さ10
μｍ、長さ5cmのリッジ型光導波路を得た。この光導波
路の光透過損失の波長依存性を0.8μｍ～1.7μｍの範囲
で測定したところ、第１図に示すとおりすべての波長域
において光を吸収するピークは現れなかった。なお、第
１図において、横軸は波長（μｍ）、縦軸は吸光度を示
す。
  また1.3μｍにおける光透過損失率は0.1dB/cm以下で
あり、光通信に使われる予定の1.3、1.55、1.65の３波
長帯すべてにおいて十分に低い光損失値を示している。
またこのポリペルフルオロアリルビニルエーテルのフィ
ルムを60℃の水中に１週間浸漬した後の重量変化は観測
されず、このフィルムから作製した光導波路の光透過損
失の波長依存性にも全く変化が見られなかった。
実施例２
  実施例１におけるポリペルフルオロアリルビニルエー
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テルの代りに、式IIの繰返し構造をもつペルフルオロ高
分子（ビス－2,2－トリフルオロメチル－4,5－ジフルオ
ロ－1,3－ジオキソールとテトラフルオロエチレンとの
共重合体）を用いて、実施例１と同様に幅50μｍ、高さ
10μｍ、長さ5cmのリッヂ型光導波路を得た。
  この光導波路の光透過損失の波長依存性を0.8μｍ～
1.7μｍの範囲で測定したところ、実施例１と同様すべ
ての波長域において光を吸収するピークは現われなかっ
た。またこのフィルムを60℃の水中に１週間浸漬した後
の重量変化は観測されず、このフィルムから作製した光
導波路の光透過損失の波長依存性にも全く変化が見られ
なかった。
比較例１
  以下の構造をもつポリカーボネート

をジメチルアセトアミドに濃度が10％となるように溶解
し、シリコン板上にスピンコートした。次いで窒素雰囲
気下70℃で３時間加熱し、溶媒を完全に除去しフィルム
を得た。このフィルムに対し実施例１と同様の方法で幅

50μｍ、高さ10μｍ、長さ3cmのリッジ型光導波路を作
製し、光透過損失の波長依存性を0.8μｍ～1.7μｍの範
囲で測定した。その結果を、第２図に波長（μｍ、横
軸）と吸光度（縦軸）との関係のグラフとして示す。
  また、1.3μｍにおける光透過損失率は0.4dB/cmであ
った。この材料は既に可視光域での光学材料として使用
されているものであるが、第２図に示すように1.1～1.
2、1.4～1.65μｍの各波長においてそれぞれＣ－Ｈ結合
の伸縮振動の高調波、Ｃ－Ｈ結合の伸縮振動高調波とＣ
－Ｈ結合変角振動の結合音が現れている。将来、光通信
に使用される予定の1.65μｍ帯はＣ－Ｈ結合の２次高調
波吸収に完全に重なっており、また1.3μｍ、1.55μｍ
帯は光損失が比較的少ない「窓」に位置しているもの
の、上記の大きな振動吸収のすそがかかっているため、
光損失値が十分小さいとは言えない。
比較例２
  2,2－（34－ジカルボキシフェニル）－ヘキサフルオ
ロプロパン二無水物と2,2′－ビス（トリフルオロメチ
ル）－4,4′－ジアミノビフェニルから合成されるポリ
アミド酸のＮ－メチル－２－ピロリドン溶液をシリコン
板上にスピンコートし、窒素雰囲気下70℃で２時間、16
0℃で１時間、250℃で30分間、更に350℃で１時間加熱
して完全にイミド化を行い、以下の構造で示されるポリ
イミドのフィルムを得た。

  このポリイミドフィルムに対し、実施例１と同様の方
法で軸50μｍ、高さ10μｍ、長さ5cmのリッジ型光導波
路を作製し、0.8μｍ～1.7μｍにおいて測定した吸収ス
ペクトルを、第３図に波長（μｍ、横軸）と吸光度（縦
軸）との関係のグラフとして示す。
  また1.3μｍにおける光透過損失率は0.3dB/cmであっ
た。この材料は従来のポリイミドに比べて近赤外域では
光透過率が高いポリイミドであり、光学材料として有望
であるが、第３図に示すように1.1、1.4、1.65μｍの各
波長においてそれぞれＣ－Ｈ結合の伸縮振動の高調波、
Ｃ－Ｈ結合の伸縮振動高調波とＣ－Ｈ結合変角振動の結
合音、そしてフィルム中にわずかに含まれた水分に起因
する酸素－水素結合（Ｏ－Ｈ結合）の高調波が現れてい
る。特に1.65μｍ帯はＣ－Ｈ結合の２次高調波吸収に重

なっており、この波長域における光損失値は5dB/cm程度
とかなり大きい。
〔発明の効果〕
  以上、詳細に説明したように、分子構造中の炭素と一
価元素の化学結合として炭素－フッ素結合のみを含む非
晶質プラスチックをコアとして用いて作製した光導波路
は、近赤外域に光の吸収ピークが存在せず、また非常に
低い吸湿率を有している。本発明によれば、近赤外域の
光透過性と耐吸湿性に共に優れた新規の光導波路が提供
される。
【図面の簡単な説明】
第１図は本発明の光導波路の１例、第２図及び第３図は
従来例の光導波路における、それぞれ光透過損失の波長
依存性を示すグラフである。
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【第１図】

【第２図】
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【第３図】
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